
 

 

蓄電装置の車両適合性に関する研究では、車両の電

動化に重要な蓄電装置についてLCA評価やその劣化に

よる燃費等の車両性能への影響を知るために一充電

走行距離や電力量消費率の変化等の調査を進めた。 

カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料

によるディーゼルエンジンの研究は、低公害を維持し

つつ CO2排出量増大を実効上緩和する方策であり今後

更に重要性が増すと考える。特に日本では廃食用油バ

イオ燃料が利用されておりその現状・課題を明らかに

するとともに、課題の対策の一つとしてHVO(水素化バ

イオ燃料)やBTL（バイオ合成軽油）についても注目し

て可能性調査を進める必要がある。 

また、当研究所は CO2 以外の地球温暖化物質の N2O

やメタンにも以前から注目している。特にディーゼル

車の後処理装置から排出されるN2O排出量は燃費低減

による CO2排出量と比べ無視できないことが明らかと

なりハイブリッド化やポスト新長期対応による変化

等について継続的に調査している。さらに今後、CO2

低減策として車両の小型化、軽量化が進められること

から、超小型車両の社会導入へのあり方の検討も進め

る必要がある。 

３．２．エネルギー資源の節約及び多様化 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用

の高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一

層重要になる。とくに、福島原子力発電所の事故によ

る原子力エネルギーの見直しから従来燃料における

燃費低減と再生エネルギーを含めたクリーンな石油

代替燃料の利用の観点が今後重要である。次世代低公

害車開発･実用化促進プロジェクトは多様な新燃料や

新動力の利用により将来のエネルギー問題に対応す

るため、今までの成果を踏まえた複数の選択肢を持ち

つつ低環境負荷車両の開発･普及を目指している。特

別研究ではHEV, EVを含む次世代自動車に対する排出

ガス・燃費試験方法を求めて、適正な評価の確立を図

る。さらに、燃費向上を進めた最新車両に対応する燃

費試験法の高度化を進める必要がある。 

多様なエネルギー源の追求の観点から、次世代バイ

オ燃料の製造・利用の方向性を示すために、次世代バ

イオマス燃料（HVO, BTL等）の重量車への車両適用性

や、WTW における GHG（温暖化ガス）排出量削減の効

果評価によってGHG排出量削減と車両適用性を両立し

た次世代バイオ燃料の普及を促進させる必要がある。 

３．３．地域環境の改善 

地域環境の改善は、一般環境大気測定局でほぼ環境

基準を達成している一方、沿道の自動車排出ガス測定

局では排出改善があるものの未だ充分には改善され

ていない渋滞交差点等の局所的な排出実態の把握が

今後重要な課題である。さらに、ほとんど環境基準が

未達成のオキシダントについては、原因物質として

VOC、NOxが関与していると考えられ、生成機構を考慮

した対策が必要である。 

また、規制物質の排出改善が進んでいるが、微量未

規制物質等は未だその実態は明らかでない。すなわ

ち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数や粒子組成等

の質的改善へ、従来の規制物質による局所汚染防止や

微量未規制物質中の有害物質低減による改善へと今

後は「量」から「質」に課題が移ると考える。騒音対

策についても、現行の加速走行騒音試験法では試験時

アクセル操作に対して加速が遅れる車両が現れたた

め、新たな加速走行騒音試験法が必要となっている。

ハイブリッド車等の静穏性対策については世界に先

駆けたガイドラインの策定に引き続き技術基準化を

進めつつある。 

自動車車室内における人体への有害物質暴露状況

調査を進める経常研究の中で、高速道路上での NO2濃

度実態と車室内への影響が、トンネル等の密閉空間で

は無視できない場合があることを示した。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1から3.2に応えるために一般的に測定対象の時

間的･空間的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能

の向上が不可欠である。量的測定向上が進められてき

たが、今後は量だけでなく時間的・空間的・質的分解

能向上が必要と考える。排出ガス関連では粒子状物質

や微量未規制物質の高分解能測定技術の開発が必要

である。自動車排出ガス中のニトロフェノールの定量

測定手法や超高感度分光法によるニトロ化合物リア

ルタイム検出器の開発等を進めている。 

４．まとめ 

環境研究領域における研究の概要について述べ、今

後の方向性について示した。今後重要度を増す地球温

暖化対策やエネルギー資源の節約及び多様化への重

点化を進めてゆく必要がある。加えて基盤技術として

測定評価技術の高度化が不可欠である。 
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１．はじめに 

地域の大気汚染や地球温暖化という環境問題に対

して、自動車の排出ガスが大きな影響を及ぼしている。

特に大型ディーゼル車は、自動車排出ガス中でNOｘと

PM１）、１台当たりのCO2排出量で大きな寄与を占める。

尼崎や東京都等の公害訴訟の対策が必要とされる背

景の中で国土交通省は、平成13年 12月に環境自動車

開発・普及総合戦略会議を開催してNOｘとPMの排出

ガス目標と燃費について大型ディーゼル代替車の目

標を定めた。また、2020年の地球温暖化対策中期目標

（1990年比25％削減）に向け、運輸部門のうち多く

のCO2を排出する大型車分野においても抜本的な車両

単体対策が必要とされた。 

大型ディーゼル車に代替し得る排出ガスがゼロあ

るいはゼロに近く、CO2 の排出も少ない「次世代低公

害車」の開発の促進及び安全･環境基準案の策定を行

うべく国土交通省が（独）交通安全環境研究所に事業

を委託し、ここを中核的研究機関と位置づけて、自動

車メーカー、部品メーカー、大学等の産学官による連

携の下に事業を実施した。次世代低公害車開発促進プ

ロジェクト（第 1 期、H14-H16）と次世代低公害車開

発・実用化促進プロジェクト（第 2 期、H17-H22）を

進め、平成 23 年度から第 3 期を開始する。これら大

型車両は、初期の段階では市場規模が小さい上に相当

な開発コストもかかるため、その開発･実用化を促進

すべく産学官の総合的な取り組みによる本プロジェ

クトを開始した。 

本プロジェクトは大都市を中心とした厳しい大気

汚染問題を抜本的に解決し地球温暖化対策に資する

ため、排出ガス性能を大幅に改善させ、CO2 の排出量

を低減した、大型ディーゼル車に代替する「次世代低

公害車」の開発を促進するために、安全上･環境上の

技術基準案、部品標準化等の策定を目指した事業であ

る。国の目標達成のための先導的技術開発（インフラ

整備や法制・基準策定などを必要とする先進的技術開

発）における産学官連携等の中核的役割を担うものと

して次世代低公害車開発促進プロジェクトは位置付

けられる。 

本報告では、次世代低公害車開発･実用化促進プロ

ジェクトについて、これまでに開発した車両の実用化

普及促進と第 3 期の新たな車両の開発促進の取り組

みについて述べる。 
 

２．プロジェクトの基本的概要 
２．１．第１期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトは、実施計画等を検討するため

に、国土交通省内に「次世代低公害車開発促進会議」

を設置するとともに、開発する低公害車の種別ごとに

ＷＧを設置して技術的な検討を行った。DMEトラック、

天然ガストラック、シリーズ及びパラレルハイブリッ

ドバス、スーパークリーンディーゼルエンジンの開

発・技術基準検討が行われた。その基本的な考え方は、

技術的に可能な限り NOｘは新長期規制値の 1／10 以

下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、

従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視する開発を

した。その結果、すべての車両で当初の目標をほぼ達

成し、一部の車両は目標以上の成果を得た。成果は平

成16年度の東京モーターショウで発表された。 
２．２．第２期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトの成果を受けて、実用化･普及

を促進するために①試作車の実証試験を行い、技術基

準等の一層の整備を図ること、②将来有望な新たな次

世代低公害技術の準備をすることから新たな次世代

低公害車の取り組みが必要となった。 

その基本的な考え方は、試作車の実証試験では実証

公道走行試験等を通じて走行データを収集して技術

基準等の一層の整備を進め、新たな次世代低公害車の

開発促進では、開発段階にある新たな次世代低公害車

の開発を促進するため、試作･評価を通して技術基準

案等（指針）を策定するものである。 

これら２つの施策により、次世代低公害車の開発･

実用化･普及を総合的に推進する。 
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第２期では、これまでの成果を活用した非接触給電

ハイブリッド自動車及び第１期の車両に加えてＬＮ

Ｇ自動車、ＦＴＤ自動車、水素エンジンの開発・技術

基準検討と実証走行試験を実施した。 

特に平成１９年度からは、開発の進んだ車種から順

次、試作車を実際の運送事業、バス事業に使用して環

境性能、操作性、乗り心地、耐久性等に関するデータ

を収集し、これを踏まえて実際の事業に使えるレベル

まで車両を改良していく実証モデル事業を実施し、実

用性の向上を図っている。現在の各車種の状況及び課

題は大別すると次の通りである。 

①実用レベルの基本性能を確保できたもの（ＤＭＥ自

動車、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自

動車、非接触給電ハイブリッド自動車） 

②実用性向上のため要素技術の開発が必要なもの（ス

ーパークリーンディーゼルエンジン） 

③燃料の導入状況を踏まえるべきもの（ＤＭＥ自動

車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自動車等） 

④インフラ側の技術開発・整備と一体的な車両技術開

発を進めるべきもの（非接触給電ハイブリッド自動

車等） 

⑤プロジェクトとしての開発を中断し、今後の技術

開発動向を注視していくもの（水素エンジン） 

この内、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、水素エ

ンジンは平成２１年度で終了とした。表１に各車両の

取り組み状況を示す。 

２．１．非接触給電ハイブリッドバス 

非接触給電ハイブリッドバスは、内燃機関と電気モ

ーターの両者を動力源として使うハイブリッド自動

車で低公害性と低燃費性に優れる。非接触外部給電シ

ステムと組合わすことにより、ハイブリッド走行と電

気自動車走行を目的別に効率的に使用可能である。営

業車両として東京都、上高地等で実証運行を行い、平

成 22 度は都市・地域整備局と協働で充電施設の検証

等も合わせた評価を行ってきた。技術ガイドライン策

定を進め平成23年度に終了する予定である。 

２．２.スーパークリーンディーゼルエンジン 

スーパークリーンディーゼルエンジン（SCD）は、

過給器、ＥＧＲを含めた吸排気系、燃料噴射系等に各

種最新技術を駆使して、燃費改善とともに排出ガスを

大幅に低減した究極の次世代エンジンである。 

世界トップクラスの排出ガス性能を達成するとと

もに先端要素技術を活用して燃費目標の達成を目指

している。さらにバイオ由来燃料の適用検証を目指

排出ガス量※ CO2排出量※

走行時 W t W
現状 今後

新長期規制対応ディーゼル車

非接触給電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｽ ・営業車両として東京都、上高地等で実証運行
（H17? H22）

・H22は都市・地域整備局と協働で、充電施設の検
証等も合わせた評価

・H23までに技術指針等を策定

スーパークリーン

ディーゼルエンジン

・世界トップクラスの排出ガス性能を達成

・H22は、先端要素技術（2段過給等）を活用し、燃
費の大幅向上（2015燃費基準+10%）を目標として
エンジン改良中。

・左記目標をH23までに達成

・さらに、H23からHVO等のバイ
オ由来燃料を用いた際のエンジ
ンの高効率化技術を検証

ＦＴＤ/HVO（合成燃料）バス・ト
ラック

・FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行
（H21）

・HVO等を用いて東京都営バスとして実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

DME (ジメチルエーテル)

トラック等

・小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を
開発試作

・H22は中型トラック2台を営業車両として実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

天然ガス(CNG、ＬＮＧ)トラック ・営業CNG車両として計30万キロ実証運行(H21)

・LNG車の1,000km無充填走行達成（H21)

・LNG構造取扱基準を策定（H21）

・取りまとめ済み

・平成21年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

水素エンジン ・直噴多気筒水素エンジンを試作、100時間程度、
評価試験の継続に成功

・目標出力（100kW）、排ガス性能を達成

・平成21年度で終了

・要素技術について技術動向を
見極めるべく中断

NOx PM
2.0 0.027

1/10 1/10

1/4 1/3

1/10 ほぼゼロ

ほぼゼロ1/20

1/4

1/10 1/3

ほぼゼロ

ゼロ
（EV走行時）

やや減

ほぼゼロ

15%程度減
（H23目標）

ほぼ同等

40%程度
（EV走行時）

不明

やや増

ほぼ同等
（天然ガス由来）

やや増
（天然ガス由来）

20%程度
（バイオ由来）

15%程度減
（H23目標）

やや減
（天然ガス由来）

※排出ガス量(g/kWh)、CO2排出量については、本事業の実績値を記載○このうち、普及が始まっているものとして、H21に終了した大型ＣＮＧトラックがある。  
表１ 各車両取り組み（第2期） 

 

 

す。 

２．３．FTDトラック 

FTD（Fischer Tropsch Diesel）トラックは、天然

ガス、バイオマス等を原料とする合成軽油（FTD）を

100％使用して軽油に比べてＰＭが低い等の燃料の特

長を生かした低公害ディーゼル車である。 

FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行を

行うとともにHVO（水素添加バイオ燃料）を用いて東

京都営バスで半年間程度の実証運行を行い、安全・排

出ガスに係わる技術指針案を策定した。 

２．４．DMEトラック 

小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を

開発試作したDMEトラック（DME散水車を含む）は、

圧縮着火が可能なためディーゼルエンジン並みの低

燃費運転が行え、後処理無しで PM がほぼゼロの利点

があるため、EGR強化等によりNOxの大幅な低減を実

現した。 

平成 22 年度には中型トラック 2 台を営業車両とし

て実証運行を行い、DME自動車に係る項目検討と最終

取りまとめを行った。 

２．５．天然ガス（CNG、LNG）トラック 

CNGトラックは、PMを排出しないクリーンな自動車

であるとともに天然ガスは世界各地で豊富に採れる

ことからエネルギー安全保障の観点からも優れる。TC

の採用により高出力化を図るとともに三元触媒によ

り排出ガスのさらなる低減を実現した。大型CNGトラ

ックを営業車両として実証走行試験を行い、試作後に

のべ30万ｋｍを走行した。 

LNG トラックは、大気環境の大幅改善及び CO2排出

削減だけでなくCNGトラックの航続距離が短いという

課題の解決策としてＬＮＧの新燃料供給システムを

搭載したものである。LNG燃料供給システムを搭載し

たLNG自動車の開発を進め、1000ｋｍ以上の一充填走
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の連続運転による評価試験に成功し、目標とした出力
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「HEV用駆動モーター」と、エンジン仕事に用いる「電

動過給機」との仕事分をバランスさせ，エンジンの作

動点を任意に動かすことで「小排気量エンジン」での

高効率運転を可能とし、市街地～高速走行時の燃費を

改善する。 
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次世代低公害車開発・実用化促進事業(第３期） 平成23年度～平成26年度

NOｘは新長期規制値の1／10以下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、
従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視した

次世代低公害車開発促進事業(第２期) 平成17年度～平成22年度

試作車の実証試験を行い、技術基準等の一層の整備を図り、将来有望な新たな次世代低公害技術の準備をする

Ⅰ． これまでに開発した次世代低公害車の実用化普及促進（実証試験） DME, Hybrid, CNG, SCD
Ⅱ． 新たな次世代低公害車の開発促進 LNG, FTD, H2

・高効率ハイブリッドトラック
・電気・プラグインハイブリッドトラック（小・中型）
・高性能電動路線バス
・次世代バイオディーゼルエンジン
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第２期では、これまでの成果を活用した非接触給電

ハイブリッド自動車及び第１期の車両に加えてＬＮ

Ｇ自動車、ＦＴＤ自動車、水素エンジンの開発・技術

基準検討と実証走行試験を実施した。 

特に平成１９年度からは、開発の進んだ車種から順

次、試作車を実際の運送事業、バス事業に使用して環

境性能、操作性、乗り心地、耐久性等に関するデータ

を収集し、これを踏まえて実際の事業に使えるレベル

まで車両を改良していく実証モデル事業を実施し、実

用性の向上を図っている。現在の各車種の状況及び課

題は大別すると次の通りである。 

①実用レベルの基本性能を確保できたもの（ＤＭＥ自

動車、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自

動車、非接触給電ハイブリッド自動車） 

②実用性向上のため要素技術の開発が必要なもの（ス

ーパークリーンディーゼルエンジン） 

③燃料の導入状況を踏まえるべきもの（ＤＭＥ自動

車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自動車等） 

④インフラ側の技術開発・整備と一体的な車両技術開

発を進めるべきもの（非接触給電ハイブリッド自動

車等） 

⑤プロジェクトとしての開発を中断し、今後の技術

開発動向を注視していくもの（水素エンジン） 

この内、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、水素エ

ンジンは平成２１年度で終了とした。表１に各車両の

取り組み状況を示す。 

２．１．非接触給電ハイブリッドバス 

非接触給電ハイブリッドバスは、内燃機関と電気モ

ーターの両者を動力源として使うハイブリッド自動

車で低公害性と低燃費性に優れる。非接触外部給電シ

ステムと組合わすことにより、ハイブリッド走行と電

気自動車走行を目的別に効率的に使用可能である。営

業車両として東京都、上高地等で実証運行を行い、平

成 22 度は都市・地域整備局と協働で充電施設の検証

等も合わせた評価を行ってきた。技術ガイドライン策

定を進め平成23年度に終了する予定である。 

２．２.スーパークリーンディーゼルエンジン 

スーパークリーンディーゼルエンジン（SCD）は、

過給器、ＥＧＲを含めた吸排気系、燃料噴射系等に各

種最新技術を駆使して、燃費改善とともに排出ガスを

大幅に低減した究極の次世代エンジンである。 

世界トップクラスの排出ガス性能を達成するとと

もに先端要素技術を活用して燃費目標の達成を目指

している。さらにバイオ由来燃料の適用検証を目指

排出ガス量※ CO2排出量※

走行時 W t W
現状 今後

新長期規制対応ディーゼル車

非接触給電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｽ ・営業車両として東京都、上高地等で実証運行
（H17? H22）

・H22は都市・地域整備局と協働で、充電施設の検
証等も合わせた評価

・H23までに技術指針等を策定

スーパークリーン

ディーゼルエンジン

・世界トップクラスの排出ガス性能を達成

・H22は、先端要素技術（2段過給等）を活用し、燃
費の大幅向上（2015燃費基準+10%）を目標として
エンジン改良中。

・左記目標をH23までに達成

・さらに、H23からHVO等のバイ
オ由来燃料を用いた際のエンジ
ンの高効率化技術を検証

ＦＴＤ/HVO（合成燃料）バス・ト
ラック

・FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行
（H21）

・HVO等を用いて東京都営バスとして実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

DME (ジメチルエーテル)

トラック等

・小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を
開発試作

・H22は中型トラック2台を営業車両として実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

天然ガス(CNG、ＬＮＧ)トラック ・営業CNG車両として計30万キロ実証運行(H21)

・LNG車の1,000km無充填走行達成（H21)

・LNG構造取扱基準を策定（H21）

・取りまとめ済み

・平成21年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

水素エンジン ・直噴多気筒水素エンジンを試作、100時間程度、
評価試験の継続に成功

・目標出力（100kW）、排ガス性能を達成

・平成21年度で終了

・要素技術について技術動向を
見極めるべく中断

NOx PM
2.0 0.027

1/10 1/10

1/4 1/3

1/10 ほぼゼロ

ほぼゼロ1/20

1/4

1/10 1/3

ほぼゼロ

ゼロ
（EV走行時）

やや減

ほぼゼロ

15%程度減
（H23目標）

ほぼ同等

40%程度
（EV走行時）

不明

やや増

ほぼ同等
（天然ガス由来）

やや増
（天然ガス由来）

20%程度
（バイオ由来）

15%程度減
（H23目標）

やや減
（天然ガス由来）

※排出ガス量(g/kWh)、CO2排出量については、本事業の実績値を記載○このうち、普及が始まっているものとして、H21に終了した大型ＣＮＧトラックがある。  
表１ 各車両取り組み（第2期） 
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を電池に蓄え、駆動のみに利用する従来のハイブリッ

ドとは異なり、電動過給機を用いてエンジン自体の高

効率化へ重点的に利用するハイブリッドである。 

３．２．電気・プラグインハイブリッドトラック 

 プラグインハイブリッドトラックは、外部電源から

充電可能なハイブリッドトラックについて、電気走行

及びハイブリッド走行を可能とするとともに、走行

時、駐停車時の車両補機類を電動化し外部給電電力で

補うことにより都市内貨物輸送において CO2低減の実

現を目指す。都市内貨物輸送を対象とするためルート

配送用の小・中型トラックを対象とする。運用法、温

室ガス削減効果、技術的課題等について電気トラック

との比較を行いつつ都市内配送車としてプラグイ

ン・ハイブリッド車両を検討し、配送等の電動商用車

両のエネルギー効率向上、住宅地深夜配送等の新たな

適用可能性の提案を行う。 

３．３． 高性能電動路線バス 

 非接触給電大型ハイブリッドバスについては、実用

化に向けた技術的改良及び普及啓発活動を行う。給電

の自動化、給電効率向上のために給電装置位置決めの

正着性の改善、普及の活動として東京モーターショウ

に合わせた実証運行を行う。平成 23 年度に非接触給

電を含む、プラグイン大型車の排出ガス・燃費試験法

及び磁界安全性等のためのガイドラインの取りまと

めを行う。 

 非接触給電以外について、給電時間の短縮を目指し

パンタグラフ式高電圧充電システム等を利用した接

触給電式大型電動バスを検討する。 

３．４．次世代バイオディーゼルエンジン 

 「スーパークリーンディーゼルエンジン」で培った

技術を用いて燃料面の適合も含めた総合的かつ抜本

的なCO2低減を目指す。「次世代」ディーゼルエンジン

技術に次世代バイオ燃料（水素添加バイオ燃料（HVO）

等）を適用した際の課題や基準化が必要な項目等の検

討を進める。 

 

４．今後について 
世界における地球温暖化対策の流れの中で、本プロ

ジェクトについても地域環境の改善を目指した低公

害性から地球環境の保全を考えた CO2 排出量の低減

(燃費改善)が重要課題と考える。プロジェクトの中で

燃費の改善技術の進展を進めるとともに CO2排出量が

少ない車両を重点的に推進することが必要である。本

プロジェクトで開発された車両の実用化・普及に向け

て一層の努力が必要である。 

低炭素化を目指す大型車用先進環境技術として、電

動化とバイオ化を2つの柱として進め、高効率ハイブ

リッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラ

ック（小・中型）、高性能電動路線バス、次世代バイ

オディーゼルエンジンを新たに取り組む。 

 

５．参考文献 
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図２ 第3期で取り組む車両 
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１．はじめに 
近年，CO2排出量の削減，および資源リサイクルの

観点から，BDF（Biodiesel Fuel）は地球環境保全に大

きく貢献する燃料として注目され，世界各国で BDF
を製造・利用する普及活動が活発に行われている。そ

の一方で，最新の排出ガス規制に適合したディーゼル

車においては，最新要素技術やその緻密な電子制御に

より，エンジン性能の向上，有害排出成分の低減が進

められている。しかしこれらの技術は従来の軽油を燃

料とする場合に最適化されている。そのため，このよ

うな車両に軽油と燃料性状が大きく異なる BDF を適

用した場合，排出ガス特性が悪化する可能性がある。 
ここで BDF は第一世代 BDF と第二世代 BDF に分

類される。第一世代 BDF は，従来から利用される

FAME（Fatty Acid Methyl Ester：脂肪酸メチルエステ

ル）を主成分とする燃料である。第一世代 BDF の場

合，酸化しやすいことから燃料性状が安定せず，前述

したような排出ガス特性の悪化などの問題が存在す

る。そのため第一世代BDFの普及は地域におけるCO2

排出量の削減，資源の再利用として極めて有効である

反面，各都市圏内において大気環境に影響を与えるこ

とが懸念される。一方，第二世代 BDF は，第一世代

BDF と比較してより燃料性状が安定した燃料として

開発が進められている。HVO（Hydro-treated Vegetable 
Oil）や BTL（Bio-to-Liquid）が第二世代 BDF の例と

して挙げられるが，これらの燃料は第一世代 BDF と

比較して安定した性状を持ち，高セタン価といった特

長も持つ。 
このように多くの種類の BDF が存在するため最新

排出ガス規制にも適合し得る BDF の性状規格を策定

する必要があり，その基礎データとして最新の車両に

BDF を適用した場合の，排出ガス実態について把握す

る必要がある。 

このような背景の下，環境研究領域では 2009 年よ

り IEA（International Energy Agency：国際エネルギー

機関）における AMF（Advanced Motor Fuels：自動車

用先進燃料）研究開発実施協定の国際的競争的資金を

獲得し協定に参画し，BDF の適合性に関する研究を行

ってきた。この研究は日本のディーゼル貨物自動車に

対して，車両に改造を施さずに BDF を適用し，排出

ガス・燃費性能を調査するものである。 
本報では，この IEA-AMF 協定における自動車用先

進燃料に関する研究動向について紹介する。次に環境

研究領域が㈶運輸低公害車普及機構（本協定内で政府

指定機関として参加）とともに行っている，BDF の適

合性に関する国際共同研究の内容について紹介する。 
 

２．IEA-AMF 実施協定について 
２．１．IEA-AMF 実施協定の位置付け 
図1にIEAの機構図(1)(2)を示す。IEA Governing Board

（IEA 理事会）の下には，5 つの常設作業部会・委員会

が設置されている。その中で CERT（The Committee on 
Energy Research and Technology：エネルギー研究技術

委員会）は石油依存度を低減するための省エネ技術，

代替エネルギーの研究開発促進等を主な活動とし，以

下の 4 つを目的としている。 
• エネルギー効率と技術信頼性の確立 
• 新エネルギー技術の性能評価 
• エネルギーセクター由来の環境インパクトの低減 
• IEA 非加盟国との協力 
さらに CERT の下部組織として，4 つの作業部会・

委員会が設置されている。これらの組織は、国際的共

同プロジェクトである Implementing Agreement（実施

協定）の審議，評価，承認等を行っている。 
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